
第 48 期
定時株主総会招集ご通知

開催
日時

平成30年6月27日（水曜日）
午前10時（受付開始　午前９時30分）

開催
場所

東京都世田谷区用賀四丁目10番2号
世田谷ビジネススクエア　ヒルズ1　5階　会議室

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名選任の件

証券コード：3741



会社理念

社会の安全と発展のために

目標
❶ 最良のリアルタイムソフトウェアを提供して、社会に貢献する。
❷ 社員の自己実現と会社の存続発展の一致をはかる。
❸ 以て、かけがえのない一流のソフトウェア会社となる。

方針

❶ お客様中心ビジネスを実践し、魅力あるソフトウェア会社となる。
❷ 知力の強化と技術の組織化に努め、完全性に挑戦する。
❸ プロフェッショナル化を推進する。
❹ グローバル化を推進し、知的財産権時代に主体的に対応する。
❺ 質重視とリアルタイム経営で、会社の個性を磨く。
❻ 地球資源が有限であることを認識し、環境の保全に永続的に配慮する。

行動
規準

❶ 法および社会規範を遵守する。
❷ 誇りと謙虚さを持って行動し、また事業活動の透明性を維持する。
❸ 知的財産権を尊重し、また機密を完璧に守る。
❹ 創造的破壊の精神で創意工夫に努める。
❺ 自律自助の精神で臨む。
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株主の皆様へ

ユビキタス社会の安全と発展のために
我々の身の回りの全てのものにコンピュータを埋め込んでネットワークに接続することで、
我々の生活を安全、安心、快適、効率的にし、また環境負荷も軽減するという
「ユビキタス」を戦略キーワードに、セックは成長してまいります。

代表取締役社長

秋山 逸志

株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜り厚く御礼申しあげま
す。ここに第48期(平成29年4月1日から平成30年3月31日)招集ご
通知をお届けするにあたり、一言ご挨拶申しあげます。

当社は、「社会の安全と発展のために」をスローガンとするリアル
タイム技術専門会社です。「QCD＆I（品質・価格・納期を窮め、イ
ノベーションで飛躍する）」をビジネス・コンセプトとし、QCDへの
対応力を基本としながら、イノベーションによりお客様満足度を高
め、ビジネスの高付加価値化を目指しています。

IoTの時代になり、様々な業界の境界がなくなっていくなかで、我々
がお客様のパートナーとして新しい価値を創造していくことが求めら
れています。ここで重要なのが、当社の特徴であるイノベーション
で、そのコンセプトが「New element to New system」です。新
しい何か(New element)があって初めて新しいシステム(New 
system)ができ、それが最高のお客様満足度に繋がるという考え方で
す。このNew elementを供給するのが研究開発ですが、最新のソフ
トウェア技術は難易度が高く、高い専門性が求められます。IoT、AI
（人工知能）、ロボットをテーマとして、これら最先端の技術を窮め
るため、他社や大学、研究機関などと連携して研究開発を強化し、オ
ープンイノベーションを実践してまいります。

平成29年9月29日、当社株式は、東京証券取引所市場第二部から市
場第一部銘柄へ指定されました。社員一同決意を新たに、更なる企業
価値の向上に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、当社事業についてより一層のご理解
をいただき、引き続きご支援のほど、よろしくお願い申しあげます。
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議決権行使のご案内

株主総会における議決権は、株主の皆様が当社の経営に参加できる重要な権利です。
以下をご参照のうえ、いずれかの方法でご行使くださいますようお願いいたします。

①ご出席いただく場合 ②ご出席いただけない場合

▼ ▼
会場へご持参ください ご郵送ください

同封の議決権行使書用紙をご持参のうえ、会場受付に
ご提出ください。
【株主総会開催日時】

平成30年6月27日（水曜日）午前10時
※受付開始：午前9時30分

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入
のうえ、ご投函ください。
【行使期限】

平成30年6月26日（火曜日）
午後5時到着分まで

議 決 権 行 使 書
株式会社セック
株 主 総 会 日
平成30年６月27日

私は、上記開催の定時株主総会（継続会または延会の場合も含む）の議案に
つき、右記（賛否を○印で表示）のとおり議決権を行使いたします。

議決権の数は１単元ごとに１個となります。

お 願 い

（ご注意）

年 月 日

御 中
議 決 権 の 数 議 決 権 の 数

株主番号

基準日現在のご所有株式数

個

株
議案 原案に対する賛否

但し を除く

第１号 賛
賛

否
否第２号

個

当社は、議案
につき賛否の
表示のない場
合は、賛成の
意思表示があ
ったものとして
お取扱いたし
ます。

１．当日株主総会にご出席の際は、議決権行使書用
紙を会場受付へご提出ください。

２．当日ご出席願えない場合は、議決権行使書用紙
に賛否をご表示のうえ、お早めにご返送ください。

３．第２号議案において、候補者の一部の者につき
異なる意思を表示される場合は、株主総会参考
書類の候補者番号をご記入ください。

株式会社セック

議決権行使書のご記入方法のご案内 こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

第２号議案

賛成の場合 「賛」の欄に○印

全員賛成の場合 「賛」の欄に○印

否認の場合 「否」の欄に○印

全員否認する場合 「否」の欄に○印
一部の候補者を
否認する場合

「賛」の欄に○印をし、
否認する候補者の番号を
ご記入ください。
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株 主 各 位 証券コード　3741
平成30年6月8日

東京都世田谷区用賀四丁目10番1号

株式会社セック
代表取締役社長 秋山　逸志

第48期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

さて、当社第48期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主

総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年6月26日
(火曜日）午後5時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

1 日　　時 平成30年6月27日（水曜日）午前10時
2 場　　所 東京都世田谷区用賀四丁目10番2号

世田谷ビジネススクエア　ヒルズ1　5階　会議室
(末尾の【株主総会会場ご案内図】をご参照ください。)

3 目的事項 報告事項 第48期（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）
事業報告及び計算書類報告の件

決議事項 第1号議案　剰余金処分の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名選任の件

4 議決権行使のご案内 3頁に記載の【議決権行使のご案内】をご参照ください。

以　上

◦ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◦ 計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款の定めによりインターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので本招集ご

通知の提供書面には記載しておりません。従いまして、本招集ご通知の提供書面の計算書類は、監査等委員会又は会計監査人が監査報告又は会
計監査報告を作成するに際して監査をした計算書類の一部であります。

◦ 株主総会参考書類ならびに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、下記の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

当社ウェブサイト（http://www.sec.co.jp/）
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株主総会参考書類

第1号議案 剰余金処分の件
当社では、業績成長を継続して株主の皆様に適切な利益還元を図っていくことは当社経営の重要課題のひとつであ

ると認識しており、配当につきましては、毎期原則として安定的に配当する部分と所定の配当性向とを勘案して決定
する方針といたしております。

第48期の期末配当金につきましては、東京証券取引所市場第一部銘柄へ指定されたことを記念して、１株当り普通
配当36円に記念配当10円を加えて、１株につき46円といたしたいと存じます。

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式1株につき金 46円
配当総額 235,490,974円

剰余金の配当が効力を生じる日 平成30年6月28日
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第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（4名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つ
きましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名の選任をお願いいたしたいと存じます。

監査等委員会は、各候補者に関して、当事業年度における業務執行状況及び業績等を評価したうえで、当社の取締
役として適任であると判断しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

1
再任

アキヤマ

秋山　
イ ツ シ

逸志
（昭和26年8月23日生）

昭和51年 4月 当社入社

40,000株

平成 8年 5月 当社開発第一部長
平成10年 6月 当社執行役員
平成13年 4月 当社経理部長
平成14年 6月 当社取締役
平成18年 6月 当社代表取締役社長（現任）

【選任理由】
代表取締役社長として強いリーダーシップを発揮して当社の経営を担い、企業価値向上に貢献してきた実績と、経営全般における豊富な経験と見識を有している点を踏ま
え、引き続き取締役として適任であると判断いたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

2
再任

サ カ イ

酒井　
シュンジ

俊司
（昭和27年7月8日生）

昭和51年 4月 当社入社

40,000株

平成 5年10月 当社技術研究部長
平成10年 6月 当社執行役員
平成11年 4月 当社開発第二部長
平成13年 4月 当社SI本部長
平成14年 6月 当社取締役
平成17年 7月 当社開発本部長
平成18年 6月 当社取締役副社長（現任）
平成28年 4月 当社管理本部長（現任）

【選任理由】
取締役副社長として当社の開発部門及び管理部門を牽引してきた実績と、経営全般における豊富な経験と見識を有している点を踏まえ、引き続き取締役として適任であると
判断いたしました。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

3
再任

ナカムラ

中村　
アキラ

彰
（昭和36年1月13日生）

昭和58年 4月 当社入社

14,000株

平成11年 4月 当社マーケティング部長
平成12年 7月 当社執行役員
平成13年 4月 当社マーケティング本部長
平成17年 6月 当社取締役（現任）
平成18年 4月 当社開発副本部長兼企画営業室長
平成20年 4月 当社開発副本部長兼企画営業部長
平成28年 4月 当社企画営業部長（現任）

【選任理由】
企画営業担当取締役として当社の営業を牽引してきた実績と、マーケティング全般における豊富な経験と見識を有している点を踏まえ、引き続き取締役として適任であると
判断いたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

4
再任
サクライ

櫻井　
シ ン タ ロ ウ

伸太郎
（昭和33年3月24日生）

昭和58年 4月 当社入社

6,400株

平成11年 4月 当社開発第二部担当マネジャー
平成13年 4月 当社SI本部インターネットビジネスフィールド担当マネジャー
平成18年 4月 当社開発副本部長兼

プロダクトビジネス推進部長兼研究企画室長
平成18年 6月 当社上席執行役員
平成24年 4月 当社開発副本部長兼

第五開発部長兼研究企画室長
平成28年 4月 当社開発本部長（現任）
平成28年 6月 当社取締役（現任）
平成29年11月 AMSEC,INC. PRESIDENT（現任）

【選任理由】
開発部門担当取締役として、当社の開発部門を牽引してきた実績と、開発全般における豊富な経験と見識を有している点を踏まえ、引き続き取締役として適任であると判断
いたしました。
(注)　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以　上
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（提供書面）
事業報告（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

1 会社の現況
(1)　当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当事業年度における我が国情報サービス業の業況は、経済産業省「特定サービス産業動態統計」によると、平成

29年4月から平成30年2月までの月別売上高は11月と2月を除いて前年同月比で増加となっており、ＩＴ需要は全
体的には概ね堅調と推察されます。当社事業分野では、移動体通信事業者からの需要が回復してモバイルネットワ
ーク分野が増加したことに加え、ロボットの研究開発案件を中心とした宇宙先端システム分野が増加するなど需要
環境は好調でした。

こうした傾向の中、当社は、重点テーマであります「既存の分野で業績を支え、オープン・イノベーションで事
業成長を目指す」を実践し増収増益となりました。

ビジネスフィールド（以下、ビジネスフィールドをＢＦと省略）別には、モバイルネットワークＢＦは、移動体
通信事業者向けのサービス系の開発が好調で、売上高は1,660百万円（前期比26.8％増）となりました。インター
ネットＢＦは、非接触ＩＣ搭載ソフトウェアの開発が増加し、売上高は1,006百万円（同18.0％増）となりまし
た。社会基盤システムＢＦは、官公庁案件や医療分野の開発が増加し、売上高は1,489百万円（同6.7％増）となり
ました。宇宙先端システムＢＦは、車両自動走行の研究開発案件が堅調であることに加え、ロボットの研究開発案
件が増加し、売上高は1,018百万円（同17.8％増）となりました。

この結果、全社売上高に占める割合では、モバイルネットワークＢＦ、宇宙先端システムＢＦ、インターネット
ＢＦが上昇し、社会基盤システムＢＦが低下しております。

以上の結果、当事業年度の業績は、売上高5,175百万円（前期比17.0％増）、営業利益620百万円（同43.3％
増）、経常利益685百万円（同50.3％増）、当期純利益468百万円（同49.0％増）となりました。
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ＢＦ別売上高及び受注状況

ビジネスフィールド 売上高
（百万円）

前期比
（％）

受注高
（百万円）

前期比
（％）

受注残高
（百万円）

前期比
（％）

モバイルネットワーク 1,660 126.8 1,686 129.9 373 107.5

インターネット 1,006 118.0 1,065 130.8 233 133.8

社会基盤システム 1,489 106.7 1,456 88.6 684 95.3

宇宙先端システム 1,018 117.8 1,134 124.3 318 156.6

合計 5,175 117.0 5,342 114.4 1,609 111.6

ＢＦ別売上高構成比

宇宙先端システムBF
19.7％

社会基盤システムBF
28.8％

モバイルネットワークBF
32.1％

インターネットBF
19.4％

宇宙先端システムBF
19.5％

社会基盤システムBF
31.6％

モバイルネットワークBF
29.6％

インターネットBF
19.3％

前期 当期

② 設備投資の状況
該当事項はありません。

③ 資金調達の状況
該当事項はありません。
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(2)　直前3事業年度の財産及び損益の状況
第45期

（平成27年3月期）
第46期

（平成28年3月期）
第47期

（平成29年3月期）
第48期

（当事業年度）
（平成30年3月期）

売上高 (千円) 4,100,213 4,615,278 4,424,059 5,175,417
経常利益 (千円) 706,168 660,510 456,325 685,836
当期純利益 (千円) 450,411 446,389 314,397 468,354
1株当たり当期純利益 (円) 87.98 87.19 61.41 91.48
総資産 (千円) 5,580,199 5,939,310 6,087,160 6,664,764
純資産 (千円) 4,637,561 4,919,907 5,122,482 5,403,844
1株当たり純資産額 (円) 905.86 961.02 1,000.58 1,055.57

（注）1.当社は平成28年10月1日付で普通株式1株につき2株の割合をもって株式分割を行っておりますが、第45期(平成27年3月
期)の期首に株式分割が行われたものと仮定して1株当たり当期純利益及び1株当たり純資産額を計算しております。

2.1株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。

4,615
4,100

第46期
（平成28年3月期）

第45期
（平成27年3月期）

4,424

第47期
（平成29年3月期）

5,175

第48期
（平成30年3月期）

（単位：百万円）売上高
売上高

660706

第46期
（平成28年3月期）

第45期
（平成27年3月期）

456

第47期
（平成29年3月期）

685

第48期
（平成30年3月期）

14.3
17.2

10.3
13.3

（単位：百万円）経常利益
経常利益 売上高経常利益率

（％）

446450

第46期
（平成28年3月期）

第45期
（平成27年3月期）

314

第47期
（平成29年3月期）

468

第48期
（平成30年3月期）

9.711.0

7.1
9.0

（単位：百万円）当期純利益
当期純利益 売上高当期純利益率

（％）

5,9395,580

4,9194,637 4,9194,637

第46期
（平成28年3月期）

第45期
（平成27年3月期）

6,087

5,1225,122

第47期
（平成29年3月期）

6,664

5,4035,403

第48期
（平成30年3月期）

（単位：百万円）総資産/純資産
純資産総資産

87.1987.98

第46期
（平成28年3月期）

第45期
（平成27年3月期）

61.41

第47期
（平成29年3月期）

91.48

第48期
（平成30年3月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益
1株当たり当期純利益

961.02905.86

第46期
（平成28年3月期）

第45期
（平成27年3月期）

1,000.58

第47期
（平成29年3月期）

1,055.57

第48期
（平成30年3月期）

（単位：円）1株当たり純資産額
1株当たり純資産額
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(3)　対処すべき課題
① 安定した事業成長

当社では、安定した事業成長が課題であります。安定した事業成長をするためには、お客様満足度を高めリピー
ト商談に繋げること、また成長市場に逸早く参入し、潤沢な商談量を確保することが必要であると認識しておりま
す。

「ＱＣＤ＆Ｉ（品質・価格・納期及びイノベーション）」をスローガンに、「Ｑへのこだわり」をベースとする
ＱＣＤ改善により基本となるお客様満足度を獲得すると共に、イノベーションによりお客様満足度をさらに高めて
まいります。

② 安定的な収益確保
当社では、安定的な収益を確保することが課題であります。安定的に収益を確保するためには、不採算プロジェ

クトを発生させないことが重要であり、組織的なリスク管理の強化、品質マネジメントシステムの徹底、品質管理
部門によるプロジェクト管理支援、内部統制機能や社員教育の強化などを推進して、この課題に取り組んでまいり
ます。

③ 業容の拡大
当社では、業容の拡大が課題であります。人間力が競争力の元であるソフトウェアビジネスでは、社員の質が会

社の質を決め、社員の成長が会社の成長に繋がります。このため、社会的信用力と知名度の向上を活かし、優秀な
人材をより多く獲得し、入社後は社員自らが成長できるチャレンジングな環境を用意することが重要であると認識
しております。「学ぶ組織」を目指し、引続き社員の成長を促す教育制度を充実させてまいります。

また、当社の規模からして、経営資源の一部を社外に求める必要があります。まず、優良な外注先を確保するこ
とが課題であり、Ｍ＆Ａによる開発体制強化についても可能性を排除することなく取り組んでまいります。

④ 需要構造の変化への対応
当社では、需要構造の変化への対応が課題であります。技術進歩が早いソフトウェアビジネスでは、現場の感度

を高め研究開発で変化先取りに注力して成長分野を開拓し、主体的なビジネスを展開することが重要であると認識
しております。「ユビキタス」を戦略テーマとする研究開発や製品開発を強化するため、グローバルなビジネス展
開を意識し、大学との共同研究や他社とのアライアンスを積極的に推進してまいります。

一方、研究開発や製品開発の強化は短期的には業績引下げ要因となるため、それら先行投資と短期的な業績確保
の両立に今後も取り組んでまいります。
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(4)　重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。

(5)　主要な事業内容（平成30年3月31日現在）

当社は、モバイルネットワーク、インターネット、社会基盤システム、宇宙先端システムといった4つのビジネス
フィールドでのリアルタイムソフトウェアと、お客様の困難な課題を解決するリアルタイムソリューションを提供い
たしております。

(6)　主要な事業所（平成30年3月31日現在）

本社 東京都世田谷区

大阪事業所 大阪市

(7)　使用人の状況（平成30年3月31日現在）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
271名 12名増加 37.9歳 12.7年

(注)　使用人数には、当社から社外への出向者数及び臨時従業員数が含まれておりません。

(8)　主要な借入先の状況（平成30年3月31日現在）

借入先 借入額（千円）

株式会社三菱東京UFJ銀行 36,000
(注)　平成30年4月1日付で、株式会社三菱東京UFJ銀行は株式会社三菱UFJ銀行に商号変更しております。

(9)　その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2 株式の状況（平成30年3月31日現在）
(1)　発行可能株式総数 16,000,000株

(2)　発行済株式の総数 5,120,000株（自己株式631株を含む）

(3)　株主数 3,189名

(4)　大株主
その他の法人
36.64％

個人・その他
46.65％

外国法人等
6.14％

金融商品取引業者
3.31％
金融機関
7.26％

所有者別の株式保有比率

株主名 持株数（株） 持株比率（%）
有限会社矢野商会 1,488,820 29.08
セック従業員持株会 259,800 5.07
有限会社近石商会 224,640 4.38
矢野恭一 177,680 3.47
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 155,400 3.03
有限会社小早商事 96,440 1.88
近石幸博 86,560 1.69
ＢＮＹ　ＦＯＲ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴＳ　（Ｅ）　ＢＤ 85,057 1.66
小早紀光 70,400 1.37
小早宏一郎 70,400 1.37
(注)　持株比率は自己株式（631株）を控除して計算しております。

3 新株予約権等の状況
(1)　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（平成30年3月31日現在）

該当事項はありません。

(2)　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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4 会社役員の状況
(1)　取締役の状況（平成30年3月31日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 秋　山　逸　志

取締役副社長 酒　井　俊　司 管理本部長

取締役 中　村　　　彰 企画営業部長

取締役 櫻　井　伸太郎 開発本部長
AMSEC,INC.　PRESIDENT

取締役（監査等委員・常勤） 近　石　幸　博

取締役（監査等委員） 松　本　素　彦 弁護士法人サガミ総合法律事務所　代表社員

取締役（監査等委員） 西　村　邦　裕 株式会社テンクー　代表取締役社長
メディカルデータカード株式会社　代表取締役社長

(注)　1．取締役（監査等委員）松本素彦氏及び取締役（監査等委員）西村邦裕氏は、社外取締役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出てお
ります。

2．取締役（監査等委員）松本素彦氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
3．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、取締役（監査等委員）近石幸博氏を常勤の監査等委員として選定し

ております。

(2)　責任限定契約の内容の概要
当社は、現行定款において、取締役（業務執行取締役であるものを除く。）との間で、会社法第423条第1項の賠

償責任について法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定めて
おります。これに基づき、各取締役（監査等委員）は、当社との間で、当該責任限定契約を締結しております。当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金200万円または法令が定める額のいずれか高い額としております。
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(3)　取締役の報酬等の総額
区分 支給人数（名） 支給額（千円）

取締役（監査等委員を除く。）
（うち社外取締役）

４
(０)

133,095
( - )

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

４
(３)

25,170
(13,610 )

合　計
（うち社外取締役）

８
(３)

158,265
(13,610 ) 

(注)　1．取締役の報酬等の総額には、平成29年6月28日開催の第47期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委員）1名（うち社外取締役1名）
を含んでおります。なお、当事業年度末の会社役員の人数は、取締役（監査等委員を除く。）4名（うち社外取締役0名）、取締役（監査等委員）3名
（うち社外取締役2名）であります。

 

2．取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、平成27年6月25日開催の第45期定時株主総会において年額200,000千円以内と決議いただいておりま
す。

3．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成27年6月25日開催の第45期定時株主総会において年額70,000千円以内と決議いただいております。
 

4．支給額には、内規に基づく役員退職慰労金要支給額のうち当事業年度に帰属する金額（取締役（監査等委員を除く。）4名に対し11,875千円）、当事業
年度における役員賞与引当金繰入額（取締役（監査等委員を除く。）4名に対し20,620千円）、当事業年度に役員賞与として未払金に計上した金額（取
締役（監査等委員を除く。）4名に対し5,500千円、取締役（監査等委員）3名に対し3,000千円）が含まれております。

(4)　社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

取締役（監査等委員）松本素彦氏は、弁護士法人サガミ総合法律事務所の代表社員を兼務しております。同法律
事務所と当社との間には、特別な関係はありません。

取締役（監査等委員）西村邦裕氏は、株式会社テンクーの代表取締役社長とメディカルデータカード株式会社の
代表取締役社長を兼務しております。各兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。

② 当該事業年度における主な活動状況

活動状況

取締役（監査等委員）
　松　本　素　彦

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席し、監査等委員会13回のうち13回に
出席いたしました。弁護士及び税理士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言、その他必要な助言・提言を行っております。また、監査等
委員会において業務監査、会計監査について必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）
　西　村　邦　裕

平成29年6月28日の就任以降、当事業年度に開催された取締役会10回のうち10回に出席し、
監査等委員会10回のうち10回に出席いたしました。ゲノム医療に特化したベンチャー企業の
経営者としての経験や独自のネットワークで得られる最先端技術の知見に基づく見地から、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言、その他必要な助言・提言を行って
おります。また、監査等委員会において業務監査、会計監査について必要な発言を行っており
ます。
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5 会計監査人の状況
(1)　名称　　　有限責任監査法人トーマツ

(2)　報酬等の額
支払額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,700

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18,700
(注)　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず､ 実

質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3)　監査等委員会が会計監査人の報酬等について同意をした理由
監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切で

あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(4)　非監査業務の内容
該当事項はありません。

(5)　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提

出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同

意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集さ
れる株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(6)　責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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6 業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するため

の体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

(1)　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、会社理念（目標、方針、行

動規準）を定め、それを全役職員に周知徹底します。
また、当社は、内部通報制度を導入し、法令違反、不正行為等の防止、早期発見及び是正を図ると共に、内部通報

者の保護を行います。

(2)　取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制
取締役の重要な意思決定または重要な報告に関しては、社内規程に従い、適切な管理を行います。

(3)　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
全社のリスク管理を統括する担当取締役を置きます。担当取締役は、「リスク管理規程」に基づいて全社のリスク

を統括管理し、リスク管理状況を定期的に取締役会に報告します。

(4)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会で、各取締役の担当役割及び担当部門を決定し、業務執行責任を明確にします。
取締役会は、経営の執行方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監

督します。
担当取締役は、担当する業務の執行状況を監督し、各部門の実施状況は、部門責任者が参加する会議にて評価しま

す。

(5)　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、「関係会社規程」に従い、子会社の取締役等の職務の執行に係る重要事項について承認を行うと共に、業

績状況等について定期的に報告を受けます。
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(6)　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項、当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する
事項、当該使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会は、内部監査室の要員に対し、補助者として監査業務の補助を行うよう命令できます。当該要員は、
監査等委員会の補助者としての職務においては、監査等委員会の指示にのみ従うものとします。また、当該要員の人
事異動、人事考課及び懲戒処分には、監査等委員会の承認を得なければならないものとします。

(7)　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役等及
び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告するための体制そ
の他の監査等委員会への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな
いことを確保するための体制

取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等は、当社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見
したときは、ただちに監査等委員会に当該事実を報告します。また、監査等委員会は、取締役（監査等委員である取
締役を除く。）または使用人等に対し報告を求めることができます。当社は、監査等委員会へ報告をしたことを理由
とした不利益な処遇は一切行いません。

(8)　監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務執行に関するものに限る）について生じる費用の前払いまたは

支払い等の請求をしたときは、速やかに処理します。

(9)　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は、代表取締役社長、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、会計監査人及び内部監査室長と

随時面談を行い、意見交換を実施します。

(10)　財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制
当社は、金融商品取引法及び関連法令の定めに従い、財務報告に係る内部統制システムの適切な運営を図り、財務

報告の信頼性と適正性を確保します。

(11)　反社会的勢力による被害を防止するための体制
当社は、反社会的勢力とは一切の関係を持たず、反社会的勢力からの不当要求・妨害行為に対して毅然とした態度

で組織的に対応するものとし、全役職員に対してその徹底を図ります。
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7 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況のうち、主なものは次のとおりであります。

(1)　コンプライアンス体制
　当社では、会社理念（目標、方針、行動規準）を定め、会社規程及びホームページに明記して周知しております。
また、内部通報制度を導入してコンプライアンス違反の早期発見及び未然防止を図っております。
　コンプライアンスを所管する部署は、業務の適正性や各種法改正の状況に応じて、会社規程を適時適切に整備する
と共に、従業員に対するコンプライアンス教育を継続的に実施しております。
　反社会的勢力に対する対応につきましては、「反社会的勢力対応規程」を定め、全役職員に周知徹底を図っており
ます。

(2)　リスク管理体制
　当社では、経営上のリスクに組織的に対応するため、リスク管理を統括する担当取締役を置いております。リスク
管理担当取締役は、全取締役に対して経営リスクとその対応状況についてアンケート調査を行い、その結果に基づき、
経営計画策定時の取締役会にてリスクの顕在化状況とリスク対策の有効性について意見交換し、経営計画に反映して
おります。

(3)　取締役の職務の執行
　当社では、株主総会後の取締役会において、各取締役の担当役割及び担当部門を決定し、業務執行責任を明確にし
ております。取締役は、担当業務を確認・監督し、取締役会において執行状況を適宜報告しております。また、取締
役業務執行確認書を監査等委員会に提出し、職務執行の適法性を監査しております。

(4)　監査等委員会の監査
　監査等委員会は、社長、会計監査人、内部監査室長との面談を行い、意見交換をしております。また、常勤監査等
委員は社内の主要な会議に出席しております。

(5)　財務報告の体制
　当社では、社長を委員長とする内部統制委員会を中心に、財務報告に係る内部統制の有効性の評価、改善を実施し
ております。
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計算書類

貸借対照表 (単位：千円)

科目 第48期
平成30年3月31日現在 科目 第48期

平成30年3月31日現在

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形

売掛金

前払費用

繰延税金資産

その他

固定資産

有形固定資産

建物

工具、器具及び備品

無形固定資産

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

前払年金費用

その他

5,109,880

2,668,999

9,801

2,228,301

40,296

121,597

40,885

1,554,883

53,396

39,268

14,128

14,880

14,538

342

1,486,606

778,937

11,400

365,356

330,912

負債の部
流動負債 1,070,270

買掛金 279,659
短期借入金 36,000
未払金 115,579
未払費用 92,122
未払法人税等 168,296
未払消費税等 67,950
前受金 14,828
預り金 13,214
賞与引当金 262,000
役員賞与引当金 20,620

固定負債 190,649
繰延税金負債 80,822
役員退職慰労引当金 96,084
資産除去債務 13,742

負債合計 1,260,920
純資産の部
株主資本 5,394,640

資本金 477,300
資本剰余金 587,341

資本準備金 587,341
利益剰余金 4,330,631

利益準備金 25,000
その他利益剰余金 4,305,631

別途積立金 400,000
繰越利益剰余金 3,905,631

自己株式 △633
評価・換算差額等 9,204

その他有価証券評価差額金 9,204
純資産合計 5,403,844

資産合計 6,664,764 負債純資産合計 6,664,764
注)　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 (単位：千円)

科目
第48期

平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで

売上高 5,175,417

売上原価 3,743,363

売上総利益 1,432,053

販売費及び一般管理費 811,330

営業利益 620,722

営業外収益 66,839

受取利息 131

有価証券利息 5,592

受取配当金 1,180

不動産賃貸料 4,113

補助金収入 33,750

受取出向料 21,011

その他 1,060

営業外費用 1,725

支払利息 659

為替差損 14

不動産賃貸費用 1,051

経常利益 685,836

税引前当期純利益 685,836

法人税、住民税及び事業税 214,346

法人税等調整額 3,135

当期純利益 468,354

注)　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 (単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金

平成29年4月1日期首残高 477,300 587,341 587,341 25,000 400,000 3,621,578 4,046,578 △293 5,110,926

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △184,301 △184,301 △184,301

当期純利益 468,354 468,354 468,354

自己株式の取得 △339 △339

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － 284,052 284,052 △339 283,713

平成30年3月31日期末残高 477,300 587,341 587,341 25,000 400,000 3,905,631 4,330,631 △633 5,394,640

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成29年4月1日期首残高 11,556 11,556 5,122,482

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △184,301

当期純利益 468,354

自己株式の取得 △339

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △2,352 △2,352 △2,352

事業年度中の変動額合計 △2,352 △2,352 281,361

平成30年3月31日期末残高 9,204 9,204 5,403,844

注)　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告

会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年5月10日

株式会社セック
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員 公認会計士 京嶋　清兵衛 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 永田　　　立 ㊞業 務 執 行 社 員

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社セックの平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第48
期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

23



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第48期事業年度における取締役の職務の執行について監査いた
しました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整

備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重

要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2．監査の結果
(1)　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記

載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は妥当であると認めます。

平成30年5月11日

株式会社セック　監査等委員会
監査等委員 松　本　素　彦  ㊞

常勤監査等委員 近　石　幸　博  ㊞
監査等委員 西　村　邦　裕  ㊞

（注）　監査等委員松本素彦及び西村邦裕は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取締役であります。

以　上
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トピックス

 屋 内 自 律 移 動 ロ ボ ッ ト ソ フ ト ウ ェ ア
「Rtino」を発売開始

2017年5月25日、屋内自律移動ロボットソフトウェ
ア「Rtino」（アルティノ）の発売を開始しました。

「Rtino」はロボットの自律移動に必要な地図の自動
作成機能を有した屋内自律移動ロボットソフトウェアで
す。無人搬送車への適用や、オフィスや工場などでの巡
回や環境計測などの用途に適用が可能です。

2017年8月31日には、複数台の「Rtino」搭載ロボッ
トを一元管理できる「Rtino Manager」の発売も開始し
ました。

 こどもプログラミング教室に協力
2017年8月5日、小田急百貨店が開

催する小学生向け「こどもプログラミ
ング教室」に協力しました。

車型ロボットを使ってプログラミン
グ的思考を体験できる内容で、好評の
うちに終了しました。

 NEDO「ロボット活用型市場化適用技術開
発プロジェクト」の委託先に採択

2017年10月、NEDO（国立研究開発法人　新エネル
ギー・産業技術総合開発機構）の「ロボット活用型市場
化適用技術開発プロジェクト」の委託先として当社が採
択されました。

「人と共働して軽作業をするロボットプラットフォー
ムの開発」を研究テーマに、ロボットの未活用領域であ
るレストランやコンビニエンスストアなどの店舗での軽
作業が可能なロボットの開発に取り組んでいきます。

 2017国際ロボット展に出展
　2017年11月29日～12月2日、「Rtino」をはじめと
する当社ロボット技術を、2017国際ロボット展（東京
ビッグサイト）に出展しました。

 Science Robotics Meetingに協賛・出展
2018年3月12日～14日、米国Science誌が世界で初

めて開催する「Science Robotics Meeting」（東京国
際交流会館）に協賛・出展し、当社エンジニアによる講
演を開催しました。

 大学・研究機関との共同研究、論文発表
● JAXA共同研究開始「機械学習を用いた運用データ

の解析による宇宙機の故障解析」（2017年4月）
● 九州工業大学共同研究開始「知能処理の回路化とロ

ボットプラットフォームへの適用」（2017年5月）
● JAXA共同研究開始「MR技術を用いた次世代可視

化の検証」（2017年8月）
● 計測自動制御学会・論文発表「ロボットシステムと

ディープニューラルネットワークのシームレスな
連携を実現する統合開発環境」（早稲田大学共同研
究・2017年12月）
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IR関連報告

 東京証券取引所市場第一部に指定

2017年９月29日、当社株式は東京証券取引所市場第二部から市場
第一部銘柄へ指定されました。

これもひとえに、株主の皆様からの日頃のご支援の賜物と、心より
感謝申し上げます。

東証一部指定による信用力や知名度向上のメリットを生かし、優秀
な人材の確保につなげ、業績の向上と業容の拡大を図り、更なる成長
と企業価値の向上に努めてまいります。

 個人投資家向けＩＲ活動

2018年1月26日に名古屋で、2月3日に東京で、代表取締役社長に
よる企業IRセミナーを開催し、延べ400名を超える個人投資家の皆様
にご来場いただきました。

また、ラジオNIKKEI「ザ・マネー」（2017年11月21日放送）、
インターネット放送番組（2018年3月14日放送）に代表取締役社長
が出演し、幅広い投資家の皆様に当社について知っていただく機会と
することができました。

今後も当社について、より広くご理解いただけるように、個人投資
家向けのＩＲ活動を充実させてまいります。

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

第３四半期
決算発表

企業IRセミナー（東京）東証一部指定
合同個人投資家
セミナー（名古屋）

決算発表 決算説明会

定時株主総会

第１四半期決算発表 第２四半期
決算発表

第２四半期決算説明会
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 株主メモ  ホームページのご案内
当社ホームページでは「セックのリアルタイム技
術」「開発分野・事業領域」「株主・投資家情報」
など、さまざまな情報を発信しております。

セック 検索検索

http://www.sec.co.jp/当社HP
IR情報 http://ir.sec.co.jp/ja/

事業年度 4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 6月

期末配当金受領株主確定日 3月31日

中間配当金受領株主確定日 9月30日

公告方法 電子公告により行う。
公告掲載URL
http://www.pronexus.co.jp/
koukoku/3741/3741.html
なお、やむを得ない事由により電子公告
によることができない場合は、日本経済
新聞に掲載する方法により行います。

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
TEL.0120-232-711（通話料無料）

同郵送先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号

上場市場 東京証券取引所市場第一部

証券・銘柄コード 3741

(ご注意)
１.株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座

を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。
口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱
UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２.未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたしま
す。
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株主総会会場ご案内図

会 場
東京都世田谷区用賀四丁目10番2号
世田谷ビジネススクエア　ヒルズ1　5階　会議室
TEL 03-5491-4770

テラス1

ヒルズ1

タワー バス
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地上入口

用賀プロムナード
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株主総会会場
（ヒルズ1  5階）

交 通 東急田園都市線  用賀駅より徒歩２分

道 順

❶ 用賀駅改札（１ヶ所のみ）を出られましたら、右方向にお進みください｡
❷ 地下コンコースを直進し、ファーストキッチン・ウェンディーズの角を左

方向にお進みになり、突き当たりを道なりに右方向にお進みください。
❸ エスカレータに乗り、１階へお上がりください。
❹ 右手に池（テラス1）を見ながら直進し、左側が開けたところで、左手

にヒルズ1があります。エレベータで5階にお上がりください。

お願い 駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださ
いますようお願い申しあげます。

株式会社セック
本社／〒158-0097　東京都世田谷区用賀四丁目10番１号
　　　世田谷ビジネススクエア（東急田園都市線「用賀」駅直結）
TEL 03-5491-4770　FAX 03-5491-4771
URL：http://www.sec.co.jp/


